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１ 組合の現状 

 

（１）短期給付財政 

   当組合の短期給付財政は、平成 30 年度までは、順調に積立金を積み立てることができていたため、令和元年度に財源率を 90‰まで引き下げることと

した。医療費等の支出は増加傾向であったものの、これまでの積立金を取り崩しながら 90‰を維持してきた。令和 2年度は、コロナ禍の受診控えもあり

利益金が生じたものの、令和 3 年度と令和 4 年度において損失金を計上することとなり、積立金を概ね取り崩すこととなった。令和 5 年度においては、

令和 4年 10 月からの短期組合員の加入も重なり、大幅に財源率を引き上げることとなった。 

 

① 組合員数及び被扶養者数の推移 

組合員数は、令和 4年 10 月の短期組合員（約 4,700）加入に伴い、令和 4年度末で 18,408 人となっている。 

被扶養者は、減少傾向であったが、令和 4年 10 月の組合員増加に伴い、14,024 人となり、扶養率は 0.76 まで減少している。 

 

 

       

29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

組合員 13,635 13,635 13,515 13,550 13,817 18,408

被扶養者 13,709 13,574 13,269 13,038 12,981 14,024

扶養率 1.01 1.00 0.98 0.96 0.94 0.76
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②－１ 年代別構成割合（組合員） 

短期組合員の加入により、平均年齢が 42.0 歳から 49.9 歳へ大幅に増加している。 
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②－２ 年代別構成割合（被扶養者） 

    短期組合員の加入により、平均年齢が 21.0 歳から 37.1 歳へ大幅に増加している。 
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③ 平均給料月額の推移 

    短期組合員の加入により、平均給料月額は 385,052 円から 337,361 円へ大幅に減少している。 
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２ 医療費の分析 

（１）支出の基本的構造（令和 4年度） 

   支出の基本的構造は、下の円グラフのとおりとなっている（介護保険に係るものを除く）。 

   保健給付 44.8％、休業給付 5.2％、高齢者医療制度への拠出金等合計で 42.9％、その他 6.3％となっている。 

         

保健給付

4,058,994千円

44.8%

休業給付

471,828千円
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前期高齢者納付金
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1,834,225千円
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一部負担金払戻金

51,403千円
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その他

571,922千円
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一部負担金払戻金

その他
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（２）短期給付財政の推移 

 ① 収支の状況 

   令和元年度に財源率を 90‰まで引き下げ、短期積立金が約 15億円となった。保健給付等は増加傾向にあったが、これを取り崩す形で 90‰を維持して

きた。令和 2年度は、コロナ禍の受診控えの影響もあり利益金が生じたものの、令和 3年度と令和 4年度において損失金を計上し、これまでの積立金を

概ね取り崩すこととなった。令和 4 年 10 月に短期組合員の加入により、令和 5 年度は、財源率を大幅に引き上げることとなった。令和 6 年度末におい

ては、約 5億円の利益金が生じるものと見込んでいる。 

   

 

 

（単位：千円） 

年度 

科目 
令和元年度 2 年度 3 年度 4 年度 

5 年度 

（推計） 

6 年度 

（推計） 

支
出 

保健給付 3,478,959 3,224,158 3,512,080 4,058,994 5,020,840 5,059,588 

休業給付 32,825 50,562 68,800 71,015 118,947 130,076 

拠出金等 2,837,128 3,518,639 4,120,883 3,874,913 3,777,932 3,511,266 

その他支出 745,550 547,252 638,984 724,667 937,611 747,865 

計 7,094,462 7,340,611 8,340,747 8,729,589 9,855,330 9,448,795 

収
入 

掛金・負担金 7,422,801 7,350,049 7,370,222 7,869,208 9,856,495 9,877,995 

その他収入 85,785 177,847 112,867 189,027 90,085 85,695 

計 7,508,586 7,527,896 7,483,089 8,058,235 9,946,580 9,963,690 

当期利益(△損失)金 414,124 187,285 △857,658 △671,354 91,250 514,895 

※ 育児休業手当金・介護休業手当金・災害見舞金に係るものを除く。 

※ 拠出金等 ：前期高齢者納付金、後期高齢者支援金、退職者給付拠出金、病床転換支援金 
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 ② 剰余金の状況 

令和元年度に財源率を 90‰へと引き下げ、積立金を取り崩しながら 90‰を維持してきた。令和 4 年度に短期積立金は無くなり、短期組合員が加入し

たこともあり、令和 5年度には、財源率を大幅に引き上げることとした。令和 6年度末において、約 11 億円の剰余金を見込んでいる。 

 

 

       

令和元年度 2年度 3年度 4年度 5年度（推計） 6年度（推計）

欠損金補てん積立金 348,161 346,356 351,905 372,806 435,869 490,530

短期積立金 1,483,296 1,672,387 809,179 116,924 145,112 605,346

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

（千円）

剰余金の状況
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（３）医療費の状況 

 ① 年度別医療費給付額 

   令和 2年度はコロナ禍による受診控えがあったものの、組合員数に応じて増加。令和 4年度は短期組合員の加入による増加。 

   令和 4年度は、組合員で 2,002,905 千円、被扶養者で 1,603,961 千円となっている。 

 

 

         

29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

組合員 1,470,985 1,470,165 1,576,287 1,529,617 1,643,772 2,002,905

被扶養者 1,445,813 1,513,843 1,492,704 1,311,571 1,454,290 1,603,961

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

（千円） 年度別医療費給付額
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 ② 診療区分別医療費給付額 

〔組合員〕 

   全体的に年々増加傾向であるが、令和 2年度はコロナ禍による受診控えの影響がみられる。令和 4年度は、10 月から短期組合員の加入により、 

  大幅に増加している。令和 5年度は、短期組合員加入の影響が満年度化するため、更に増加することが見込まれる。 

令和 4年度は、入院 429,594 千円、外来 959,111 千円、歯科 222,999 千円および調剤 384,690 千円となっている。 

 

 

         

29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

入院 321,543 321,380 385,914 358,273 372,839 429,594

外来 703,810 697,007 716,739 683,717 752,112 959,111

歯科 190,523 184,679 189,870 188,105 201,294 222,999

調剤 248,764 262,279 278,965 294,241 309,323 384,690

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

（千円）
診療区分別医療費給付額（組合員）

     
※ 訪問看護療養に係る給付等を除く（以下同様） 
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〔被扶養者〕 

   組合員と同様、年々増加傾向となっており、令和 2 年度はコロナ禍による受診控えの影響がみられる。令和 4 年の短期組合員加入に伴う被扶養者数の増

加の影響は、外来で顕著にみられる。 

令和 4年度は、入院 355,525 千円、外来 791,544 千円、歯科 176,216 千円および調剤 260,839 千円となっている 

 

 

         

29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

入院 347,961 408,988 372,094 322,929 354,219 355,525

外来 681,632 689,063 692,353 588,467 659,598 791,544

歯科 168,178 166,827 170,939 164,953 173,582 176,216

調剤 235,279 235,700 243,101 220,808 249,134 260,839

0
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診療区分別医療費給付額（被扶養者）
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③ 年度別組合員１人当たり医療費 

 〔組合員〕 

   入院と外来については、概ね増加傾向。調剤は年々増加している。 

   令和 4年度は、入院 26,686 円、外来 59,580 円、歯科 13,853 円および調剤 23,897 円となっている。 

 

 

         

29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

入院 23,546 23,500 28,437 26,351 26,865 26,686

外来 51,539 50,966 52,814 50,288 54,194 59,580

歯科 13,952 13,504 13,991 13,835 14,505 13,853

調剤 18,216 19,178 20,556 21,642 22,289 23,897
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50,000

60,000

70,000

（円）
組合員１人当たり医療費（組合員）
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 〔被扶養者〕 

   令和 4年度は、入院 22,085 円、外来 49,170 円、歯科 10,946 円および調剤 16,203 円となっており、外来以外で減少している。 

 

          

         

29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

入院 25,480 29,905 27,418 23,752 25,524 22,085

外来 49,914 50,385 51,017 43,282 47,528 49,170

歯科 12,315 12,198 12,596 12,132 12,508 10,946

調剤 17,229 17,235 17,913 16,241 17,952 16,203

0
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50,000

60,000

（千円）
組合員１人当たり医療費（被扶養者）
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 ④ 年度別１件当たり金額 

 〔組合員〕 

   令和 4年度は、入院 348,696 円、外来 8,538 円、歯科 8,660 円および調剤 7,836 円となっており、入院と外来及び調剤で増加傾向となっている。 

    

 

         

29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

入院 326,771 322,346 362,020 354,726 333,487 348,696

外来 7,623 7,374 7,514 7,731 8,023 8,538

歯科 8,820 8,670 8,711 8,957 8,833 8,660

調剤 6,891 6,927 7,075 7,799 7,640 7,836

4,000

6,000

8,000

10,000

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000
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１件当たり金額（組合員）
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 〔被扶養者〕 

   令和 4年度は、入院 322,325 円、外来 8,158 円、歯科 7,875 円および調剤 5,727 円となっており、外来が増加傾向となっている。 

 

 

         

29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

入院 280,387 330,629 312,947 338,145 344,570 322,325

外来 6,751 6,761 6,821 7,149 7,334 8,158

歯科 7,649 7,561 7,584 7,790 7,910 7,875

調剤 5,530 5,356 5,389 5,949 5,955 5,727
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１件当たり金額（被扶養者）

     
 

  



30 

 

 ⑤ 年度別受診率 

 〔組合員〕 

   令和 4年度は、入院 0.64％、外来 58.15％、歯科 13.33％となっている。（全国平均：入院 0.63％、外来 55.09％、歯科 14.40％） 

    

 

         

29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

入院 0.60 0.61 0.65 0.62 0.67 0.64

外来 56.34 57.60 58.57 54.21 56.29 58.15

歯科 13.18 12.98 13.38 12.87 13.68 13.33
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60.00

70.00

（％） 受診率（組合員）
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 〔被扶養者〕 

   令和 4年度は、入院 0.69％、外来 60.79％、歯科 14.02％となっている。（全国平均：入院 0.72％、外来 58.23％、歯科 14.25％） 

  組合員と同様、外来は全国平均よりも高くなっている。 

 

         

29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度

入院 0.76 0.77 0.75 0.62 0.67 0.69

外来 62.07 63.34 64.33 53.16 58.32 60.79

歯科 13.52 13.71 14.28 13.68 14.23 14.02
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（％） 受診率（被扶養者）
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 ⑥ 疾病分類別医療費給付額及び件数 

 〔組合員〕 

   下のグラフは病類別（19 分類）に見た医療費給付額と件数を表したものである。 

   消化器系の疾患が給付額、件数ともに突出して高く、給付額では次いで新生物、循環器系となっている。 
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〔被扶養者〕 

   被扶養者も組合員と同様、給付額は消化器系疾患が最も高いが、2 番目が呼吸器系疾患で件数は最も多くなっており、給付額の 3 番目は新生物となっ

ている。 
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⑦ 生活習慣病に関わる医療費給付額及び件数 

 〔組合員〕 

   下のグラフは生活習慣病に関わる疾病別の医療費給付額と件数を表したものである。 

   高血圧性疾患が給付額、件数ともに突出して高く、給付額では次いで糖尿病、高尿酸血症となっている。腎不全は給付額こそ高いが件数は少なく、1

件当たりの医療費が高いといえる。 
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〔被扶養者〕 

   被扶養者は給付額では高尿酸血症が最も高く、次いで高血圧症、脳血管障害となっている。件数では、高尿酸血症、高血圧症が多くなっている。 
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３ ジェネリック医薬品の使用促進について 

 

（１）ジェネリック医薬品の使用割合（数量ベース）について 

  ジェネリック医薬品の使用割合については、令和 5年度末までに全ての都道府県で 80％以上とするとの目標が掲げられているが、令和元年から順調に使

用割合を伸ばし達成できる見込みである。 
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（２）「ジェネリック医薬品差額通知書」送付による効果測定 

   例年、9月と 3月の年 2回「医療費通知書」の送付に併せて「ジェネリック医薬品差額通知書」を送付している。 

    以下は、令和 5年 3月発送分の発送以後 6か月の効果測定結果である。 
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582人

64人

切替有り

切替無し

レセプト

データ無し
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削減額 累計削減額

 

送付対象者 767 人 

令和 4 年 10 月から 12 月診療分のうち、ジェネリック医薬品へ切り替

えた場合の差額が最も大きい月について通知。 

♦ 切 替 人 数 割 合 

♦ 削 減 額 推 移 
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¥1,934,405 ¥1,942,145 ¥2,022,823 
¥2,391,455 

¥1,858,609 

¥2,368,475 
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   効果測定の結果、「ジェネリック医薬品差額通知書」の送付が、調剤費の削減に繋がっていることは明らかである。国からの目標値である使用割合 80％

以上（数量ベース）は達成できる見込みであるが、さらなる調剤費削減のため、引き続き当該差額通知書を送付する。 

 

 

♦ 削 減 額 と 削 減 可 能 割 合 推 移 


